
（別紙１）

政策ごとの予算との対応について（総括表）

(所管）総務省 （単位：千円）

１．行政改革・行政運営 1,112,049 1,162,706 50,657 0 0 0

（１）適正な行政管理の実施 187,583 182,485 △ 5,098 0 0 0

（２）行政評価等による行政制度・運営の改善 924,466 980,221 55,755 0 0 0

２．地方行財政 15,285,886,455 15,571,703,546 285,817,091 51,314,848,398 52,016,246,023 701,397,625

（１）分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等 1,218,015 412,138 △ 805,877 0 0 0

（２）地域振興（地域力創造） 3,508,903 4,097,676 588,773 0 0 0

（３）地方財源の確保と地方財政の健全化 15,281,124,704 15,567,154,570 286,029,866 48,882,645,798 49,479,843,423 597,197,625

（４）分権型社会を担う地方税制度の構築 34,833 39,162 4,329 2,432,202,600 2,536,402,600 104,200,000

３．選挙制度等 53,680,020 201,283 △ 53,478,737 0 0 0

（１）選挙制度等の適切な運用 53,680,020 201,283 △ 53,478,737 0 0 0

４．電子政府・電子自治体 37,780,311 46,549,846 8,769,535 0 0 0

（１）電子政府・電子自治体の推進 37,780,311 46,549,846 8,769,535 0 0 0

５．情報通信（ＩＣＴ政策） 106,991,181 103,199,222 △ 3,791,959 0 0 0
〈4,634,527〉 の内数 〈5,925,922〉 の内数 〈1,291,395〉 の内数 〈0〉 〈0〉 〈0〉

（１）情報通信技術の研究開発・標準化の推進 33,076,853 34,663,466 1,586,613 0 0 0

（２）情報通信技術高度利活用の推進 5,817,052 4,796,906 △ 1,020,146 0 0 0

（３）放送分野における利用環境の整備
〈4,634,527〉 の内数 〈5,925,922〉 の内数 〈1,291,395〉 の内数 〈0〉 〈0〉 〈0〉

（４）情報通信技術利用環境の整備
〈4,634,527〉 の内数 〈5,925,922〉 の内数 〈1,291,395〉 の内数 〈0〉 〈0〉 〈0〉

（５）電波利用料財源による電波監視等の実施 65,865,258 62,005,889 △ 3,859,369 0 0 0

（６）ICT分野における国際戦略の推進 2,232,018 1,732,961 △ 499,057 0 0 0

６．郵政行政 485,940 428,926 △ 57,014 0 0 0

（１）郵政民営化の確実な推進 485,940 428,926 △ 57,014 0 0 0

政策評価体系
一般会計 特別会計

28年度予算額 29年度予算額 比較増△減額 28年度予算額 29年度予算額 比較増△減額
備考



政策ごとの予算との対応について（総括表）

(所管）総務省 （単位：千円）

政策評価体系
一般会計 特別会計

28年度予算額 29年度予算額 比較増△減額 28年度予算額 29年度予算額 比較増△減額
備考

７．国民生活と安心・安全 374,137,883 320,960,942 △ 53,176,941 0 0 0

（１）一般戦災死没者追悼等の事業の推進 527,612 565,113 37,501 0 0 0

（２）恩給行政の推進 325,748,603 280,399,634 △ 45,348,969 0 0 0

（３）公的統計の体系的な整備・提供 37,173,342 29,744,883 △ 7,428,459 0 0 0

（４）消防防災体制の充実強化 10,688,326 10,251,312 △ 437,014 0 0 0

８．公害等調整委員会の任務の遂行 0 0 0 0 0 0
〈59,715〉 の内数 〈59,316〉 の内数 〈△399〉 の内数 〈0〉 〈0〉 〈0〉

（１）公害紛争の処理
〈59,715〉 の内数 〈59,316〉 の内数 〈△399〉 の内数 〈0〉 〈0〉 〈0〉

（２）土地利用の調整
〈59,715〉 の内数 〈59,316〉 の内数 〈△399〉 の内数 〈0〉 〈0〉 〈0〉

15,864,768,081 16,050,191,709 185,423,628 51,314,848,398 52,016,246,023 701,397,625

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。

３．28年度予算額は、29年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
４．28年度予算額は、当初予算額である。

計

２．下段<　>外書きは、複数の政策にまたがる予算 （例：施設整備費等）及び複数の政策にまたがると整理できる予算であり、総額の「内数」で掲記し、
　　合計欄において本書きに含めている。



（別紙２）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）総務省 （単位：千円）

１．行政改革・行政運営 1,112,049 1,162,706 50,657
（１）適正な行政管理の実施 総務本省 行政管理実施費 行政管理の実施に必要な経費 136,271 131,173 △ 5,098

管区行政評価局 行政評価等実施費 行政管理の実施に必要な経費 51,312 51,312 0
（２）行政評価等による行政制
度・運営の改善

総務本省 行政評価等実施費 行政評価等の実施に必要な経費 146,811 138,245 △ 8,566

管区行政評価局 行政評価等実施費 行政評価等の実施に必要な経費 777,655 841,976 64,321
２．地方行財政 15,285,886,455 15,571,703,546 285,817,091

（１）分権型社会にふさわしい
地方行政体制整備等

総務本省 地方行政制度整備費 地方行政制度の整備に必要な経費 1,218,015 412,138 △ 805,877

（２）地域振興（地域力創造） 総務本省 地域振興費 地域振興に必要な経費 3,508,903 4,097,676 588,773
（３）地方財源の確保と地方財
政の健全化

総務本省 地方財政制度整備費 地方財政制度の整備に必要な経費 50,204 50,770 566

地方交付税交付金
地方交付税交付金財源の交付税及
び譲与税配付金特別会計へ繰入れ
に必要な経費

15,157,774,500 15,434,303,800 276,529,300

地方特例交付金
地方特例交付金財源の交付税及び
譲与税配付金特別会計へ繰入れに
必要な経費

123,300,000 132,800,000 9,500,000

（４）分権型社会を担う地方税
制度の構築

総務本省 地方税制度整備費 地方税制度の整備に必要な経費 34,833 39,162 4,329

３．選挙制度等 53,680,020 201,283 △ 53,478,737
（１）選挙制度等の適切な運用 総務本省 選挙制度等整備費 選挙制度等の整備に必要な経費 202,376 201,283 △ 1,093

参議院議員通常選挙に必要な経費 53,477,644 0 △ 53,477,644
４．電子政府・電子自治体 37,780,311 46,549,846 8,769,535

（１）電子政府・電子自治体の
推進

総務本省 電子政府・電子自治体推進費
電子政府・電子自治体の推進に必
要な経費

37,780,311 46,549,846 8,769,535

比較増△減額政策評価体系 組織 項 事項 28年度予算額 29年度予算額



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）総務省 （単位：千円）

比較増△減額政策評価体系 組織 項 事項 28年度予算額 29年度予算額

５．情報通信（ＩＣＴ政策） 106,991,181 103,199,222 △ 3,791,959
〈4,634,527〉 の内数 〈5,925,922〉 の内数 〈1,291,395〉 の内数

（１）情報通信技術の研究開
発・標準化の推進

総務本省
情報通信技術研究開発推進
費

情報通信技術の研究開発の推進に
必要な経費

3,558,623  4,963,743 1,405,120

情報通信技術分野の技術戦略に必
要な経費

2,443,939  2,355,222 △ 88,717

国立研究開発法人情報通信
研究機構運営費

国立研究開発法人情報通信研究機
構運営費交付金に必要な経費

27,031,291  27,301,501 270,210

国立研究開発法人情報通信
研究機構施設整備費

国立研究開発法人情報通信研究機
構施設整備に必要な経費

43,000  43,000 0

（２）情報通信技術高度利活用
の推進

総務本省
情報通信技術高度利活用推
進費

情報通信技術の利活用高度化に必
要な経費

5,775,052  4,754,906 △ 1,020,146

総合通信局
情報通信技術高度利活用等
推進費

情報通信技術の利活用高度化に必
要な経費

42,000  42,000 0

総務本省
情報通信技術利用環境整備
費

情報通信技術の利用環境整備に必
要な経費

〈4,623,031〉 の内数 〈5,905,742〉 の内数 〈1,282,711〉 の内数

総合通信局
情報通信技術高度利活用等
推進費

情報通信技術の利用環境整備に必
要な経費

〈11,496〉 の内数 〈20,180〉 の内数 〈8,684〉 の内数

総務本省
情報通信技術利用環境整備
費

情報通信技術の利用環境整備に必
要な経費

〈4,623,031〉 の内数 〈5,905,742〉 の内数 〈1,282,711〉 の内数

総合通信局
情報通信技術高度利活用等
推進費

情報通信技術の利用環境整備に必
要な経費

〈11,496〉 の内数 〈20,180〉 の内数 〈8,684〉 の内数

（５）電波利用料財源による電
波監視等の実施

総務本省
電波利用料財源電波監視等
実施費

電波利用料財源電波監視等の実施
に必要な経費

53,175,174  46,322,927 △ 6,852,247

電波利用料財源電波利用技術の研
究開発等に必要な経費

9,261,245  12,222,977 2,961,732

総合通信局
電波利用料財源電波監視等
実施費

電波利用料財源電波監視等の実施
に必要な経費

3,428,839  3,459,985 31,146

（６）ICT分野における国際戦
略の推進

総務本省 情報通信国際戦略推進費
情報通信技術の国際戦略に必要な
経費

2,232,018 1,732,961 △ 499,057

６．郵政行政 485,940 428,926 △ 57,014
（１）郵政民営化の確実な推進 総務本省 郵政行政推進費 郵政行政の推進に必要な経費 485,940  428,926 △ 57,014

（３）放送分野における利用環
境の整備

（４）情報通信技術利用環境の
整備



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）総務省 （単位：千円）

比較増△減額政策評価体系 組織 項 事項 28年度予算額 29年度予算額

７．国民生活と安心・安全 374,137,883 320,960,942 △ 53,176,941
（１）一般戦災死没者追悼等の
事業の推進

総務本省
一般戦災死没者追悼等事業
費

一般戦災死没者の追悼等に必要な
経費

527,612 565,113 37,501

（２）恩給行政の推進 総務本省 恩給費
文官等に対する恩給支給に必要な
経費

10,098,421 8,787,531 △ 1,310,890

旧軍人遺族等に対する恩給支給に
必要な経費

314,399,537 270,479,177 △ 43,920,360

恩給支給事務に必要な経費 1,250,645 1,132,926 △ 117,719
（３）公的統計の体系的な整
備・提供

総務本省 統計調査費 統計調査等の実施に必要な経費 28,159,638 22,073,265 △ 6,086,373

独立行政法人統計センター運
営費

独立行政法人統計センター運営費
交付金に必要な経費

9,013,704 7,671,618 △ 1,342,086

（４）消防防災体制の充実強化 消防庁 消防防災体制等整備費 消防防災体制等の整備に必要な経 10,163,054 9,655,665 △ 507,389
消防防災体制等の整備に係る技術
研究開発に必要な経費

525,272 595,647 70,375

８．公害等調整委員会の任務の遂行 0 0 0
〈59,715〉 の内数 〈59,316〉 の内数 〈△399〉 の内数

（１）公害紛争の処理 公害等調整委員会 公害等調整委員会 公害紛争処理等に必要な経費 〈59,715〉 の内数 〈59,316〉 の内数 〈△399〉 の内数
（２）土地利用の調整 公害等調整委員会 公害等調整委員会 公害紛争処理等に必要な経費 〈59,715〉 の内数 〈59,316〉 の内数 〈△399〉 の内数

15,864,768,081 16,050,191,709 185,423,628

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．下段<　>外書きは、複数の政策にまたがる予算 （例：施設整備費等）及び複数の政策にまたがると整理できる予算であり、総額の「内数」で掲記し、
　　合計欄において本書きに含めている。
３．28年度予算額は、29年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
４．28年度予算額は、当初予算額である。

計



（別紙３）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【特別会計】

(所管）内閣府、総務省及び財務省 （会計）交付税及び譲与税配付金特別会計 （単位：千円）

１．地方行財政 51,314,848,398 52,016,246,023 701,397,625
（３）地方財源の確保と地方財政の
健全化

地方交付税交付金
地方交付税交付金に必要な経
費

15,435,875,489 16,329,803,800 893,928,311

東日本大震災復興に係る地方
交付税交付金に必要な経費

347,774,901 346,352,583 △ 1,422,318

地方特例交付金 地方特例交付金に必要な経費 123,300,000 132,800,000 9,500,000
国債整理基金特別会計へ繰
入

国債整理基金特別会計へ繰
入れに必要な経費

32,975,695,408 32,670,887,040 △ 304,808,368

（４）分権型社会を担う地方税制度
の構築

地方譲与税譲与金
地方揮発油譲与税譲与金に
必要な経費

257,800,000 256,000,000 △ 1,800,000

石油ガス譲与税譲与金に必要
な経費

9,300,000 8,300,000 △ 1,000,000

自動車重量譲与税譲与金に
必要な経費

262,600,000 256,000,000 △ 6,600,000

航空機燃料譲与税譲与金に
必要な経費

14,900,000 14,900,000 0

特別とん譲与税譲与金に必要
な経費

12,500,000 12,500,000 0

地方法人特別譲与税譲与金
に必要な経費

1,875,100,000 1,988,700,000 113,600,000

地方道路譲与税譲与金に必
要な経費

2,600 2,600 0

51,314,848,398 52,016,246,023 701,397,625

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．交付税及び譲与税配付金特別会計については、総務省所管分のみ掲記している。
３．28年度予算額は、当初予算額である。

計

28年度予算額 29年度予算額 比較増△減額政策評価体系 勘定・組織 項 事項



（別紙３）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【特別会計】

（会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

１．地方行財政 347,774,901 342,510,620 △ 5,264,281

（３）地方財源の確保と地方財政の
健全化

総務本省 地方交付税交付金
地方交付税交付金財源の交
付税及び譲与税配付金特別
会計へ繰入れに必要な経費

347,774,901 342,510,620 △ 5,264,281

347,774,901 342,510,620 △ 5,264,281

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．東日本大震災復興特別会計については、総務省所管分のみ掲記している。
３．28年度予算額は、当初予算額である。

計

比較増△減額

(所管）国会、裁判所、会計検査院、内閣、
内閣府、復興庁、総務省、法務省、外務省、
財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水
産省、経済産業省、国土交通省、環境省及
び防衛省

政策評価体系 勘定・組織 項 事項 28年度予算額 29年度予算額


